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障がい者は事業承継の救世主!?

伝統産業の未来を「福祉」と考える共創分科会

令和元年６月

NPO法人チュラキューブ



伝統産業の事業は「障がい者福祉」が承継する!?

農/漁/林/製造業は
分岐点に直面している

・「需要の低迷が原因で、後継者を雇え
ない」45.8％。（京都市/2016年）

・日本の農業人口の60歳以上が80％。職
業別15歳以上就業者、農林漁業約４％
（IT業界35％）（平成27年国勢調査）

・シンギュラリティ（技術的特異点）が
訪れるとされる2045年に向けて、人間

の仕事がロボットや人工知能に奪われ
てゆくのではないか。

技術と雇用の継続こそが
持続可能の唯一のカギ

現状のままでは… 障がい者福祉を活用すると…

・障がい者雇用には「1/2雇用」など働

き方にバリエーションがあり、また、
下請けの仕組みも多種多様。

・農業の継承のための「農福連携」に
は、コクヨ・パナソニックなどの大
企業も参入している。

・ 2016年度から京都市は伝統工芸の工

程保存に、障がい者雇用による「伝
福連携」を掲げている。



９～２月までの府内での見学ツアーを実施



９
月

淀屋橋のオフィス街に全国でも珍しく福祉施設を立ち上げ、障がい者への
給与を倍増させたカフェの取り組みの現場を見学する。2016年度グッドデ
ザイン賞を受賞。また、２月までの説明会の概要も参加者と共有した。

GIVE&GIFT 福祉施設：都心型の福祉

９～２月までの府内での見学ツアーを実施



９～２月までの府内での見学ツアーを実施

10
月

堺市中区から全国区に飛び出した「注染（ちゅうせん）和晒（わざら
し）」ブランド「にじゆら」を展開する先駆け的存在。伝統的な手法の中
の下請け業務を、福祉にどう切り分けるかなど、ヒントを得られた。

株式会社ナカニ 染め：堺の「注染和晒」



11
月

ＪＡ大阪市営農センター 農業：大阪市内の農業

生産緑地法の規制撤廃により、2022年には全国の農地の２～３割が消滅す

るといわれている農業。ＪＡ大阪市が取り組む、市内の農家の継ぎ手の減
少の対応策としての収穫・脱穀・育苗などの業務切り分けを学んだ。

９～２月までの府内での見学ツアーを実施



２
月

2033年には3軒に1軒が空き家になるといわれている日本において、障がい

者福祉と連携した空き家対策をはじめた公社。泉北ニュータウンの茶山台
団地の空き部屋キッチン、ニコイチなど、注目の取り組みを見学した。

大阪府住宅供給公社 不動産業：大阪の空き家対策

９～２月までの府内での見学ツアーを実施



共創分科会から生まれた福祉活用アイデア



共創分科会から生まれた福祉活用アイデア

①地域には空き家がたくさんある

②孤食に悩む高齢者もたくさんいる

③障がい者福祉施設も必ずある

④しかし、食堂の担い手がいない

それらを繋げたら、
次々に地域みんな食堂が誕生し、
地域の孤食支援の輪が、
もっと広がるのではないか？



杉本町みんな食堂「ランチ風景」



（難しかった）

①地域には空き家がたくさんある

②孤食に悩む高齢者もたくさんいる

③障がい者福祉施設も必ずある

④しかし、食堂の担い手がいない

それらを繋げたら、
次々に地域みんな食堂が誕生し、
地域の孤食支援の輪が、
もっと広がるのではないか？

しかし、障がい者支援を日々しながら、

新しく食堂の経営に取り組む

ベンチャーマインドを持つ

地域の福祉施設は

実際には、ほぼ存在しなかった



障がい者福祉をとりまくステークホルダー（利害関係者）

障がい者
福祉施設職員 行政職員 企業

支援学校の
教職員

保護者 障がい
当事者



障がい者福祉をとりまくステークホルダー（ハードル）

障がい者
福祉施設職員 行政職員 企業

支援学校の
教職員

保護者 障がい
当事者

経営者・施設長
の

考え次第

数年に一回の
異動で

関係性がリセット

福祉を利益に
変えたい。
障がい者の
法定雇用率を
達成したい

企業経験
がないので
連携が難しい

できれば
我が子には
冒険させず

近くに置きたい

福祉施設に対する
期待値は
高くない



障がい者福祉の状況を前に動かすための社会資源

この中で唯一、「危機感」を感じているものがある。
それは、企業の法定雇用率の達成への課題。

多くの企業は
ハローワークしか
求人方法を知らない

我々は
就職支援をしている

福祉施設を多く知っている

企業が雇用する障がい者が、もし、地域のコミュニティ―活性化の
担い手になることができるとしたら…？

つながっていない



企業の障がい者雇用の定着率は、精神障がいは１年で50％以下

発達障がい…71.5％、知的障がい68.0％、
身体障がい…60.8％、精神障がい…49.3％

出典／独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センター「障害者の就業状況等に関する調査研究」（2017年4月）



具体的な離職理由

出典／独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センター「障害者の就業状況等に関する調査研究」（2017年4月）



企業で雇用した障がい者を、地域食堂に出向し研修させる

企業は障がい者を

雇用したいが

業務の切り出し・

雇用管理が難しい

課題

本社で採用した障がい者

は、地域の食堂に勤務。

研修後は本社に勤務し、

頼れる存在として活躍。

内容

・食堂での調理と

食事提供

・多世代交流による

社会人基礎力の養成

活動

・障がい者の人件費

は企業負担

・福祉スタッフの

費用も企業負担

費用



パンフレットも完成しました！






